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２．１ 防護柵設置工

２．１．１ 防護柵工

１．適用

ガードケーブル、ガードパイプ、ガードケーブル、ボックスビーム及び横断・転落防止柵の

の設置工及び撤去工に適用する。

２．数量算出項目

ガードケーブル、ガードパイプ、ガードケーブル、ボックスビーム及び横断・転落防止柵の

延長を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格、設置形式とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
規 格 設置形式 単位 数量 備考

項 目

ガ ー ド レ ー ル ○ ○ ｍ

ガ ー ド パ イ プ ○ ○ ｍ

ガ ー ド ケ ー ブ ル ○ ○ ｍ

ボ ッ ク ス ビ ー ム ○ ○ ｍ

横 断 防 止 柵 ○ ○ ｍ 支柱間隔別に算出

（２）設置形式区分

１）ガードレール、ガードパイプ、ガードケーブル、ボックスビームの設置形式による区分は、

下記のとおりとする。

① 土中建込み

② コンクリート建込み

２）横断・転落防止柵の設置形式による区分は、下記のとおりとする。

① 土中建込用

② コンクリート建込用

③ プレキャストコンクリートブロック建込用（基礎ブロック質量100kg／個未満）

④ プレキャストコンクリートブロック建込用（基礎ブロック質量100kg／個以上）

⑤ アンカーボルト固定用
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４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）ガードレール

① ガードレールの延長は、袖ビームを含む延長とする。

② 耐雪型の設置において、ビーム補強金具が必要な場合は別途算出する。

（２）ガードケーブル

① ガードケーブルの延長は、端末支柱間とし、中間（端末）支柱の本数も算出する。

（３）土工、コンクリート基礎、根巻コンクリート及び舗装版の穴あけが必要な場合は別途算出す

る。

（４）施工箇所ごとに数量を算出し、項目別に合計延長を算出する。
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２．１．２ 立入防止柵工

１．適用

立入防止柵の基礎ブロック、鋼管基礎、金網・支柱、支柱、門扉の設置に適用する。

２．数量算出項目

基礎ブロック、鋼管基礎の基数、金網・支柱の延長、支柱の本数、門扉の基数を区分ご

とに算出する。

３．区分

区分は、数量算出項目及び区分一覧表によるものとする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

①基礎ブロック、鋼管基礎

区 分 構造物 支柱柵高 基礎砕石
規格 単位 数量 備考

項 目 種別 門柱高 の有無

基 礎 ブ ロ ッ ク ○ ○ － ○ 基

鋼 管 基 礎 ○ － ○ － 基

②金網・支柱（立入防止柵）、支柱（立入防止柵）

区 分 基礎 支柱 支柱
規格 単位 数量 備考

項 目 種別 柵高 間隔

金 網 ・ 支 柱 （ 立 入 防 止 柵 ） ○ ○ ○ ○ ｍ

支 柱 （ 立 入 防 止 柵 ） ○ ○ ○ － 本

③門扉

区 分
規格 門扉種別 門柱高 単位 数量 備考

項 目

片開き ○ 基

門 扉 ○

両開き － 基

（２）構造物種別

構造物種別は、下記のとおりとする。

① 金網柵

② 門扉
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（３）支柱柵高、門柱高

支柱柵高、門柱高は、下記のとおりとする。

① ２ｍ以下

② ２ｍを超え２.５ｍ以下

（４）基礎砕石の有無

基礎砕石の有無については、下記のとおりとする。

① 無し

② 有り（敷均し厚１０ｃｍ）

③ 有り（敷均し厚２０ｃｍ）

（５）基礎種別

基礎種別は、下記のとおりとする。

① 基礎ブロック

② 鋼管基礎

（６）支柱間隔

支柱間隔は、下記のとおりとする。

① １.５ｍ

② ２ｍ

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか次の方法によるものとする。

（１）基礎ブロック、鋼管基礎については、総基数、金網・支柱については総延長、支柱について

は総本数、門扉については総基数を区分ごとに算出する。
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２．１．３ 車止めポスト設置工

１．適用

車止めポストの設置工に適用する。

２．数量算出項目

車止めポストの本数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格、作業区分とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
規 格 作業区分 単位 数量 備考

項 目

車 止 め ポ ス ト ○ ○ 本

注）基礎の設置は、含まない。

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるものとする。
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２．１．４ 防雪柵設置・撤去工

１．適用

防雪柵の設置及び撤去に適用する。

２．数量算出項目

防雪柵、防雪柵（材料費）の延長を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格、作業区分、形式、取付方式、柵高とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
規格 作業区分 形式 取付方式 柵高 単位 数量 備考

項 目

防 雪 柵 ○ ○ ○ ○ ○ ｍ

防雪柵（材料費） ○ × × × × ｍ

（２）防雪柵の作業区分は、以下のとおりとする。

作業区分 設置

撤去

（３）防雪柵の形式による区分は、以下のとおりとする。

形式 吹溜式

吹払式

（４）防雪柵の取付方式による区分は、以下のとおりとする。

取付方式 仮設式（支柱＋張立材）

仮設式（張立材のみ）

固定式（支柱＋張立材）

固定式（張立材のみ）

（５）防雪柵の柵高による区分は、以下のとおりとする。

柵高 ３.５ｍ以下（吹溜式 仮設式）

３.５ｍ超え６.０ｍ以下（吹溜式 仮設式）

５.０ｍ以下（吹溜式 固定式）

４.０ｍ以下（吹払式 仮設・固定式）

４．数量算出方法

数量算出は「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）防雪柵（材料費）は、規格ごとに延長（ｍ）を算出する。
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５．参考図（防雪柵の概念図）

（１）吹溜式防雪柵（仮設式）

（２）吹溜式防雪柵（固定式） （３）吹払式防雪柵（仮設式）

（４）吹払式防雪柵（固定式）
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２．１．５ 雪崩予防柵設置工

１．適用

雪崩予防柵設置工に適用する。

２．数量算出項目

雪崩予防柵、雪崩予防柵（材料費）、吊柵アンカー、パイプアンカー（材料費）、樹脂

アンカー（材料費）、簡易ケーブルクレーン（１ｔ吊）設置・撤去の数量を区分ごとに算

出する。

３．区分

区分は、柵種類、クレーン機種、持上範囲、吊柵アンカー規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
クレーン 吊柵

規格 柵種類
機種

持上範囲 アンカー 単位 数量 備考

規格項 目

雪 崩 予 防 柵 ○ ○ ○ ○ × 基

雪 崩 予 防 柵
○ × × × × 基

（ 材 料 費 ）

吊 柵 ア ン カ ー ○ × × × ○ 本

パ イプアンカ ー
○ × × × × 本

（ 材 料 費 ）

樹 脂 ア ン カ ー
○ × × × × 本

（ 材 料 費 ）

簡 易 ケ ー ブ ル

ク レ ー ン × × × × × 基
（ １ ｔ 吊 ）

設 置 ・ 撤 去

（２）雪崩予防柵の柵種類による区分は、以下のとおりとする。

柵種類 固定柵

吊柵

（３）雪崩予防柵のクレーン機種による区分は、以下のとおりとする。

クレーン機種 トラッククレーン

ラフテレーンクレーン

簡易ケーブルクレーン
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（４）雪崩予防柵の持上範囲による区分は、以下のとおりとする。

持上範囲 １５ｍ未満

１５ｍ以上２０ｍ未満

２０ｍ以上４５ｍ以下

１３０ｍ以下

（５）吊柵アンカーの吊柵アンカー規格による区分は、以下のとおりとする。

吊柵アンカー規格 パイプアンカー

樹脂アンカー

関連数量算出項目

項 目 単位 数量 備 考

土 工 （ 固 定 基 礎 工 事 ） ｍ3 必要な場合別途計上

コ ン ク リ ー ト （ 固 定 基 礎 工 事 ） ｍ3 必要な場合別途計上

型 枠 （ 固 定 基 礎 工 事 ） ｍ2 必要な場合別途計上

足場工（固定基礎工事・法面作業等） 掛ｍ2 必要な場合別途計上

基 礎 材 （ 固 定 基 礎 工 事 ） ｍ2 必要な場合別途計上

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）雪崩予防柵（材料費）は、規格ごとに基数を算出する。

（２）パイプアンカー（材料費）又は樹脂アンカー（材料費）は、規格ごとに本数を算出する。

（３）持上範囲は、トラッククレーン及びラフテレーンクレーンの場合は機械設置地盤からの最大

持上げ高までの直高とし、簡易ケーブルクレーンの場合は資材仮置面から最大持上げ高までの

直高とする。

（４）簡易ケーブルクレーンの設置基数は、現場条件又は、布設箇所への現場内小運搬等を考慮し

て決定する。
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５．参考図（雪崩発生予防柵設置工の種類）

雪崩発生予防柵の種類は、下図のとおりである。
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２．１．６ 防雪柵現地張出し・収納工

１．適用

現地収納式防雪柵の現地張出し及び現地収納に適用する。

適用できる範囲

・下表に示す種類、収納方式、柵高、支間長の場合

防雪柵の種類及び高さ・支間長

種 類 収 納 方 式 柵 高 支間長

吹払式
支柱・防雪板下部収納

又は
（連動型・単動型）

５.５ｍ以下 ４.０ｍ以下

吹止式

２．数量算出項目

防雪柵現地張出し・収納の延長を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、柵高（ｍ）、支間長（ｍ）及び作業内容とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 柵高 支間長
作業区分 単位 数量 備考

項 目 （ｍ） （ｍ）

防 雪 柵
○ ○ ○ ｍ

現 地 張 出 し ・ 収 納

（２）柵高

作業区分 4.3m以下（吹払式・吹止式）

4.3mを超え5.5m以下（吹止式）

（３）防雪柵現地張出し・収納の作業区分は以下とする。

作業区分 張出し

収納

４．数量算出方法

数量算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）柵高は、張出し状態における支柱固定端から支柱・防雪板を問わず最上端となるまでの高さ

とする。

（２）支間長は、支柱の中心間長さとする。
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５．参考図

（１）吹払式（連動型）

（２）吹払式（単動型）
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（３）吹止式（連動型・単動型）
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２．１．７ ワイヤロープ設置工

１．適用

高規格幹線道路暫定２車線区間の土工部及び橋梁部におけるワイヤロープ式防護柵設置に適

用する。ただし、未供用の橋梁部は適用範囲外とする。

２．数量算出項目

端末基礎・端末金具の箇所数、中間・端末支柱、橋梁部基礎・支柱の本数、ワイヤロープの

延長、ターンバックルの箇所数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、数量算出項目及び区分一覧表によるものとする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

①端末基礎・端末金具

区分 適用 設置
規格 単位 数量 備考

項目 種別 形式

端末基礎・金具 ○ ○ ○ 箇所

標準外については、備考に１箇所当たりの本数及び資材の内訳を明示し、区分して算出すること。

②中間・端末支柱、橋梁部基礎・支柱

区分 適用 設置
規格 単位 数量 備考

項目 種別 形式

中間・端末支柱 ○ ○ ○ 本

橋梁部基礎・支柱 ○ ○ 箇所

標準外については、備考に１本（箇所）当たりの資材の内訳を明示し、区分して算出すること。

②中間・端末支柱、橋梁部基礎・支柱

区分 適用
規格 単位 数量 備考

項目 種別

ワイヤロープ ○ ○ ｍ

標準外については、備考に１ｍ当たりの本数を明示し、区分して算出すること。
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④ターンバックル

区分 適用 設置
規格 単位 数量 備考

項目 種別 箇所

ターンバックル ○ ○ ○ 箇所

標準外については、備考に１箇所当たりの本数及び資材の内訳を明示し、区分して算出すること。

（２）適用種別

適用種別は、下記のとおりとする。

①Ａｍ種

②Ｂｍ種

③ＬＤ種

（３）設置形式

設置形式は、下記のとおりとする。

①鋼管基礎

②コンクリート基礎

③根固めブロック・鋼管基礎

（４）設置箇所

設置箇所は、以下のとおりとする。

①中間部

②端末部

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

作業土工の算出は「第１編（共通編）２章土工」、コンクリート・型枠の算出は「第１編（共通

編）４章コンクリート工」、舗装版の削孔・切断・破砕の算出は「第１編（共通編）１０章構造物

取壊し工」、床版処理の算出は「第３編（道路編）１章舗装工」によるものとする。

（１）端末部におけるワイヤロープ延長のとり方は、下図のとおりとする。

端末部は端末支柱から索端金具の先端までの距離を平均し算出すること。
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２．２ 落石防止工

２．２．１ 落石防止網工

１．適用

落石防止網（覆式、ポケット式）の設置工及び撤去工に適用する。

２．数量算出項目

金網・ロープ、アンカー、ポケット支柱等の数量を算出する。

３．区分

区分は、規格とする。

（１）数量算出項目一覧表

項目 規格・仕様 単位 数量 備考

金 網 ・ ロ ー プ ○ ｍ2 金網線径・亜鉛メッキ規格を明記

設

岩 盤 用 ｱ ﾝ ｶ ｰ ○ 箇所 アンカー径・長さを明記

羽 根 付 ｱ ﾝ ｶ ｰ ○ 箇所 アンカー径・長さを明記

高 耐 力 ｱ ﾝ ｶ ｰ ○ 箇所 アンカー有効長を明記

置

ﾎ ﾟ ｹ ｯ ﾄ 式 支 柱 ○ 箇所 注）3. 支柱高さを明記

撤 去 ｍ2

注）１．数量は個々の落石防止網の施工箇所ごとに取りまとめる。なお、直高も明記する。

２．覆式、ポケット式ごとに取りまとめる。

３．支柱設置用アンカーは、岩盤用及び土中用に区分して算出する。

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか次の方法によるものとする。

（１）金網・ロープ

金網・ロープ面積は、材料ロス、継ぎ重ねによる割増を考慮しない金網の設置面積とする。
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（２）落石防止網（ロックネット）概念図
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２．２．２ 落石防止網（繊維網）設置工

１．適用

落石防止網（繊維網）の設置工に適用する。

２．数量算出項目

落石防止網の面積を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格とする。

（１）数量算出項目一覧表

項 目 規格 単位 数量 備考

落 石 防 護 網 ○ ｍ2
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２．２．３ 落石防護柵工

１．適用

落石防護柵の設置工及び撤去工に適用する。ただし、落雪の抑止効果を目的とする落雪（せ

り出し）防護柵には適用しない。

２．数量算出項目

落石防護柵の延長を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、柵高、支柱間隔・ロープ数、メッキの有無、間隔保持材の有無、規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

落石防護柵の内訳は下記項目で算出する。

区 分 支柱間隔
間隔保持

柵 高 ロープ数 規格 単位 数量 備考
（ｍ） 材の有無

項 目 ﾒｯｷの有無

中 間 支 柱 ○ － － ○ 本

端 末 支 柱 ○ － － ○ 本

落 石 防 護 柵 ○ ○ ○ ○ ｍ

耐 雪 型 落 石 防 護 柵
○ ○ － ○ ｍ

（ 上 弦 材 付 き ）

ス テ ー ロ ー プ － － － ○ 本 岩盤用ｱﾝｶｰを含む

（注）１．数量は個々の落石防護柵の施工箇所ごとに取りまとめる。

２．数量は除石開閉口（排土口）を含めた数量を算出する。

３．落石防護柵の撤去は、撤去する柵延長を各規格毎に算出し、対象となる鋼材質量

を算出すること。

４．柵の支柱を曲支柱とする場合は、区分して算出する。

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか次の方法によるものとする。

（１）支柱の基礎部

「第１編（共通編）４章コンクリート工 ４.１コンクリート工」による。
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（２）落石防護柵概念図
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２．３ 標識工

２．３．１ 標識工

１．適用

道路標識の標識柱、標識板、標識基礎の設置工及び撤去工に適用する。

２．数量算出項目

標識柱、標識板、標識基礎の数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、構造・種類、規格・仕様とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 構 造 規 格
・ ・ 単位 数量 備考

項 目 種 類 仕 様

路側式 ○ ○ 基

標 識 柱 片持式 × × ※１
基

門型式 × ○ ※１

案内標識 × ○ 枚 ※２
標 識 板

警告・規制・支持・路線番号 ○ × 枚

路側式 ○ × 基

標識基礎 片持式 × × ※３
基

門型式 × × ※３

添 架 式 標 識 板 取 付 金 具 ○ × 基 ※４

柱）１．備考欄に※１があるものは、標識柱の１基当り質量（kg/基）も算出すること。

２．備考欄に※２があるものは、標識板の１枚当り面積（ｍ2/基）も算出すること。

３．備考欄に※３があるものは、標識基礎の１基当り体積（ｍ3/基）も算出すること。

４．添架式標識板取付金具の単位（基）は、標識板枚数で算出すること。

また、取付金具の段数を区分して算出すること。

（２）構造・種類区分

構造・種類による区分は、次のとおりとする。

① 標識柱（路側式）、標識基礎（路側式） 単柱式

複柱式

② 標識板（案内標識以外） 警戒標識

規制標識

指示標識

路線番号標識

③ 添架式標識板取付金具の取付箇所 信号アーム部

照明柱・既設標識柱

歩道橋
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（３）規格・仕様区分

規格・仕様区分は、次のとおりとする。

① 標識柱（路側式）

・柱の径 φ ６０．５㎜

φ ７６．３㎜

φ ８９．１㎜

φ１０１．６㎜

・柱の塗装仕様 メッキ

下地亜鉛メッキ＋静電粉体塗装（白色）

下地亜鉛メッキ＋静電粉体塗装（景観色）

静電粉体塗装（白色）

静電粉体塗装（景観色）

② 標識柱（門型式）

・柱の１スパンの長さ １０ｍ未満

１０ｍ以上２０ｍ未満

２０ｍ以上

③ 標識板（案内標識）

・反射シートの仕様 広角プリズム

カプセルプリズム、カプセルレンズ

封入プリズム・封入レンズ

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか次の方法によるものとする。

（１）標識板

１）板の支柱（梁材）への取付ブラケットは、溶接を標準とする。クランプ型ブラケットで

取付ける場合は、必要組数を別途算出する。

２）補助板は、本板と１組で１枚とする。

３）取付材料（ボルト・ナット等）を別途算出する。

（２）標識基礎

１）コンクリート基礎は、床堀り・埋戻し土量（ｍ3）、コンクリート体積（ｍ3）等を算出す

る。なお、門型式における基礎は、左右各々の数量（ｍ3）を算出する。

２）アンカーボルトの数量を別途算出する。

（３）掘削残土については別途算出する。
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２．４ 道路付属施設工

２．４．１ 区画線工、高視認性区画線工

１．適用

道路に設置する区画線、道路標示の設置及び消去に適用する。

２．数量算出項目

区画線の設置延長及び消去延長を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、施工方法、規格・仕様、施工区間、色、厚さとする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区分 施工 規格 施工
色 厚さ 単位 数量 備考

項目 方法 仕様 区間

区 画 線 設 置 ○ ○ ○ ○ ○ ｍ

区 画 線 消 去 ○ × ○ × × ｍ １５cm換算

（２）施工方法区分

施工方法区分は、次のとおりとする。

施工方法 区画線 溶融式・手動

溶剤型ペイント式・自走（加熱式）

溶剤型ペイント式・自走（常温式）

高視認性区画線 リブ式（溶融式）

リブ式（２液反応式）

貼付式

非リブ式（溶融式）

区画線消去 削り取り式

ウォータージェット式

（３）規格・仕様区分

規格・仕様の区分は線種、施工幅毎に区分して算出する。

区画線の種類 実 線 施工幅 １５cm

破 線 ２０cm

ゼブラ ３０cm

４５cm

道路標示の種類 矢印・記号・文字 施工幅 １５cm換算

注）１．矢印・記号・文字は、構成する線幅が１０cm未満のものについて、区分して算出する。

２．区画線における横断歩道・停止線等はゼブラを適用する。
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（４）施工区間区分

・区画線設置

施工区間区分は、供用区間、未供用区間を区分して算出する。

排水性舗装区間については、上記区分に追加して区分する。

・区画線消去

排水性舗装区間については、区分して算出する。

（５）色、厚さの区分

色については、白色又は黄色に区分する。

厚さについては、１.５mm又は１.０mmに区分する。

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか次の方法によるものとする。

（１）区画線設置

実線・破線・ゼブラについては塗布幅毎の延長を、矢印・記号・文字等については、面積・

箇所ごとに１５ｃｍ換算した延長を算出する。ただし、構成する線幅が１０cm未満の矢印・記

号及び文字については、区分して算出する。

なお、破線については、実際に塗布する延長とする。

※１５ｃｍ換算の方法については、道路標示施工ハンドブック 《（社）北海道道路標示業

協会発行 》を参考とする。

（２）区画線消去

消去面積を１５cm換算した延長を算出する。

《参考１》区画線の使用区分について

区画線の交通量による使用区分は次のとおりとする。

交通区分
３,０００台／日以上 ３,０００台／日未満 摘 要

区画線種別

中 央 線
加 熱 式 常 温 式 実線・ 破線（自走）車 線 境 界 線

外 側 線 常 温 式 〃 実線（自走）

中 央 分 離 帯 加 熱 式 〃 実線（自走）

中 央 分 離 帯
常 温 式 〃 （手動）（ ハ ッ チ ）

横 断 歩 道
溶 融 式 溶 融 式 横断線（手動）ゼ ブ ラ ・停 止 線

路 面 標 示 〃 〃 矢印・記号（手動）

ド ッ ト 線 〃 〃 破線（手動）

（注）１．追越しのための右側部分はみだし通行禁止の新規の場合は、公安委員会で実施する。

２．横断歩道、路面標示については、新設舗装の場合、公安委員会で実施する。

（現況復旧の場合は、交通量による使用区分とする。）

３．３,０００台／日未満の中央線、車線境界線及び３,０００台／日以上の外側線は、道

路状況などにより、常温式を加熱式にすることができる。

４．現道のラインの補修工事については、交通量による区分とする。

《参考２》その他の区分設定について

（１）豪雪補正は、北海道では「有り」を選択する。

（２）溶融式塗料の厚さ・含有量規格については、北海道建設部土木工事共通仕様書

Ⅰ土木工事共通仕様書（本文）１－２－14－２ 区画線 を参照すること。
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２．４．２ 路側工

１．適用

歩車道境界ブロック、地先境界ブロック、インターロッキングブロック、ブロック規格が３

０cm×３０cm及び４０cm×４０cmの平板ブロック（透水性ブロック含む）及び視覚障害者誘導

用ブロック（点状ブロック、線状ブロック）の設置工及び撤去工に適用する。

２．数量算出項目

歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの延長、及びインターロッキングブロック、平板ブ

ロック及び視覚障害者誘導用ブロックの面積を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格、作業区分、基礎砕石の有無、均し基礎コンクリート規格、養生工の有無、と

する。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
作業 基礎砕石 均し基礎 養生 ｍ当り

規格 単位 数量
区分 の有無

ｺﾝｸﾘｰﾄ 工の 使用量 備考
規格 有無

項 目 (個/ｍ)

歩車道境界ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ

地 先 境 界 ブ ロ ッ ク ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ

インターロッキング ｍ
敷材料の

ブ ロ ッ ク
○ × × × × × 厚さと種

類を明記

平 坂 ブ ロ ッ ク ○ × × × × × ｍ

視 覚 障 害 者 誘 導 用
○

ブ ロ ッ ク
× × × × × ｍ

（２）規格区分

平坂ブロック ３０cm × ３０cm

４０cm × ４０cm

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとする。

（１）土工（床掘り・埋戻し）、基礎（材・コンクリート等）、舗装版切断等が必要な場合は別途

算出する。
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２．４．３ 境界工

１．適用

境界杭（河川境界杭を含む）、境界鋲の設置工及び撤去工に適用する。

２．数量算出項目

境界杭、境界鋲の数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
規 格 単位 数量 備考

項 目

境 界 杭 ○ 本

境 界 鋲 ○ 枚

４．数量算出要領

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか次の方法によるものとする。

（１）境界杭で根巻基礎ありと根巻基礎なしは分けて算出する。



道路 － 53

２．４．４ 道路付属物工

１．適用

視線誘導標、距離標、道路鋲、車線分離標の設置工及び撤去工に適用する。

２．数量算出項目

視線誘導標、距離標、道路鋲、車線分離標の数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格、設置形式、作業区分、形式とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 設置 作業
規格 形式 単位 数量 備考

項 目 形式 区分

視 線 誘 導 標 ○ ○ － － 本

距 離 標 － － ○ ○ 基

道 路 鋲 ○ ○ － － 個

車 線 分 離 標 ○ ○ － － 本

注）視線誘導標は、標準型とスノーポール併用型に区分して算出する。

（２）規格区分
規格による区分は、下記のとおりとする。

１）視線誘導標〔標準型・スノーポール併用型〕
〈１〉両面・片面の区分 〈２〉反射体の径

①両面反射 ①φ１００㎜以下
②片面反射 ②φ３００㎜

〈３〉支柱径（標準型の反射体径１００㎜以下のみ）
①φ３４㎜
②φ６０.５㎜ 土中建込用・コンクリート建込用
③φ８９㎜

〈４〉取り付け方式（標準型のみ） 〈５〉反射体数（スノーポール併用型のみ）
①バンド式 ①１個
②ボルト式 防護柵取付用 ②２個
③かぶせ式
④側壁用
⑤ベースプレート式

構造物取付用

２）道路鋲
〈１〉道路鋲の種類 〈２〉両面・片面の区分

①大型鋲（高さ３０㎜を超え５０㎜以下） ①両面反射
②小型鋲（高さ３０㎜以下） ②片面反射

〈３〉材質 〈４〉設置幅区分
①アルミ製 ①３０cm

大型鋲
②樹脂製 ②２０cm

③１５cm
小型鋲

④１０cm
※設置幅は、道路上に設置したときの幅で
あり、材料本体の幅ではない。
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３）車線分離標

〈１〉高さ

①４００㎜

②６５０㎜

③８００㎜

（３）設置形式区分

設置形式による区分は、下記のとおりとする。

１）視線誘導標

① 土中建込用

② コンクリート建込用(削孔含む)

③ コンクリート建込用(削孔含まない)

④ 防護柵取付用

⑤ 構造物取付用

２）道路鋲 ３）車線分離標

① 穿孔式 ①可変式

② 貼付式 ②着脱式

③固定式

（４）形式区分

形式による区分は、下記のとおりとする。

１）距離標種別

① パネル式（アンカー固定）

② パネル式（金具固定）

③ パネル式（土中埋込）

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか次の方法によるものとする。

（１）視線誘導標

土中建込用においては、基礎を使用する場合も含めて算出すること。

（２）距離標

距離標は、基礎（既製、現場打別）及び取付用アンカーボルト等の材料を別途算出する。
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２．５ 遮音壁設置工

１．適用

遮音壁支柱製作工及び遮音壁設置工に適用する。

２．数量算出項目

支柱アンカー、支柱アンカー（材料費）、支柱建込、支柱（材料費）、土留板取付、土留

板（材料費）、しゃ音板・透光板（材料費）、落下防止柵（材料費）、下段パネル（材料

費）、笠木取付、笠木（材料費）、外装板取付、外装板（材料費）、水切板取付、水切板

（材料費）の数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格、形式、支柱間隔、設置高さ、支柱材料種類、施工区分とする。

（１）数量算出項目区分一覧表

区分 支柱 設置 支柱材 施工
規格 形式 単位 備考

項目 間隔 高さ 料種類 区分

支 柱 ア ン カ ー × ○ ○ ○ × × ｍ

支 柱 ア ン カ ー （ 材 料 費 ） ○ × × × × × ｍ 注１）

支 柱 建 込 × ○ ○ ○ × × ｍ

支 柱 （ 材 料 費 ） ○ × × × ○ × ｔ 注２）

土 留 板 取 付 × × × ○ × × ｍ2

土 留 板 （ 材 料 費 ） ○ × × × × × ｍ2 注３）

し ゃ 音 板 ・ 透 光 板 取 付 × × × ○ × ○ ｍ2

しゃ音板・透光板（材料費） ○ × × × × × ｍ2 注４）

落 下 防 止 柵 （ 材 料 費 ） ○ × × × × × 個

下 段 パ ネ ル （ 材 料 費 ） ○ × × × × × ｍ

笠 木 取 付 × × × ○ × × ｍ

笠 木 （ 材 料 費 ） ○ × × × × × ｍ

外 装 板 取 付 × × × ○ × × ｍ2

外 装 板 取 付 （ 材 料 費 ） ○ × × × × × ｍ2 注５）

水 切 板 取 付 × × × ○ × × ｍ

水 切 板 （ 材 料 費 ） ○ × × × × × ｍ

注１）しゃ音壁１ｍ当り使用本数も算出する。

注２）鋼材質量を支柱材料種類ごとに区分して算出する。

注３）土留板１ｍ2当り使用枚数も算出する。

注４）しゃ音板・透光板１ｍ2当り使用枚数も算出する。

注５）外装板１ｍ2当り使用枚数も算出する。

（２）形式による区分は、以下のとおりとする。

形式 Ａ型（埋設アンカ－方式）

Ｂ型（穿孔アンカー方式）
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（３）支柱間隔による区分は、以下のとおりとする。

支柱間隔 ２ｍ

４ｍ

（４）設置高さによる区分は、以下のとおりとする。

設置高さ ４ｍ以下

４ｍを超え８ｍ以下

（５）支柱材料種類による区分は、以下のとおりとする。

支柱材料種類 取付部

支柱本体 直部

支柱本体 曲部

各種

（６）施工区分による区分は、以下のとおりとする。

施工区分 しゃ音板

透光板

（７）しゃ音板・透光板規格による区分は、以下のとおりとする。

しゃ音板・透光板規格 しゃ音板 ５００×１,９６０×９５

５００×３,９６０×９５

各種

透光板 １,０００×１,９６０×９５

１,０００×３,９６０×９５

各種

（８）落下防止索規格による区分は、以下のとおりとする。

落下防止索規格 φ６×２５００

φ６×４５００

φ６×６５００

φ６×８５００

各種

（９）下段パネル規格による区分は、以下のとおりとする。

下段パネル規格 Ｗ＝２５５

各種

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。
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５．参考図
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６．参考資料
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２．６ 組立歩道工

１．適用

プレキャスト床版の支柱式（斜柱を含む）又は片持式組立歩道及び現場打設コンクリート

床版の支柱式（斜柱を含む）組立歩道の組立・据付作業に適用する。

組立歩道組立据付 構造形式一覧

形 式 区 分 床 版 形 式 支柱形式 受桁形式 支柱（受桁）間隔 幅員

鋼製 １.０ｍ

プレキャスト １.５ｍ

プレキャストコンクリート製
３ｍ

支 柱 式 コンクリート製 ２.０ｍ
又は鋼製

２.５ｍ

プレキャストコンクリート製 ５ｍ ２.０ｍ

１.０ｍ
片 持 式 プレキャスト

－ 鋼製 ３ｍ １.５ｍ
(鋼製受桁形式) コンクリート製

２.０ｍ

プレキャスト １.５ｍ
片 持 式 － － －

コンクリート製 ２.０ｍ

１.５ｍ
支 柱 式 現場打 鋼製 ３ｍ

２.０ｍ

２．数量算出項目

組立歩道組立据付、組立歩道（材料費）の数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格、形式区分、床版形式、支柱（受桁）間隔、幅員、作業内容区分とする。

（１）数量算出項目区分一覧表

区分 形式 床版 支柱（受 作業
規格 幅員 単位 数量 備考

項目 区分 形式 桁）間隔 区分

組 立 歩 道 組 立 据 付 × ○ ○ ○ ○ ○ ｍ

組 立 歩 道 （ 材 料 費 ） ○ × × × × × ｍ

（２）形式区分は、以下のとおりとする。

形式区分 支柱式

片持式

（３）床版区分は、以下のとおりとする。

床版区分 プレキャストコンクリート製

現場打
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（４）支柱（受桁）間隔による区分は、以下のとおりとする。

支柱（受桁）間隔 3ｍ

5ｍ

無し

（５）幅員による区分は、以下のとおりとする。

幅員 1.0ｍ

1.5ｍ

2.0ｍ

2.5ｍ

（６）作業内容区分は、以下のとおりとする。

作業内容区分 支柱受桁、床版据付、高欄据付

支柱受桁、床版据付

高欄据付

関連数量算出項目

項 目 単位 数量 備 考

足場 掛ｍ2 「第１編（共通編）１１.４足場工」参照

支柱等基礎 ｍ3 必要な場合別途計上

現場打床版コンクリート打設等 ｍ3 必要な場合別途計上

（注）足場は原則として高さ（地盤面により床版までの高さ）が２ｍ以上の場合に計上する。

足場は単管傾斜足場を標準とする。

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」による。

５．参考図
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２．７ 道路植裁工

１．適用

道路の植樹に適用する。

２．数量算出項目

植樹を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、樹木の種類、支柱の種類、施工場所とする。

（１）数量算出項目区分一覧表

区分
樹木種類 支柱種類 施工場所 単位 数量 備考

項目

植 樹 ○ × ○ 本

支 柱 × ○ ○ 本・ｍ

地 被 類 植 付 × × ○ 鉢

注）１．単位の「本」は樹木１本当りとし、単位の「ｍ」は、支柱設置延長とする。

２．高木とは、樹高３ｍ以上、中木とは樹高６０cm以上３ｍ未満、低木とは樹高

６０cm未満とする。また、幹周とは根鉢の上端から高さ１.２ｍでの幹の周囲長とし

幹が枝分かれしている場合の幹周は各々の総和の７０％とする。

（２）施工場所区分

植樹を施工場所ごとに区分して算出する。

なお、施工場所の定義は以下のとおりとする。

①供用区間：車両、自転車、歩行者等一般交通の影響を受ける現道上の施工場所で、次の

とおり区分する。

歩 道 歩道または、車道と歩道の間に設置した植栽地

交 通 島
交差点において車両を導流するための導流島及び歩行者の安全を確保する

ために設けられた安全島及び植栽地

中 央 分 離 帯 交通の分流制御を目的とした中央分離帯等に設けられた植栽地

環 境 緑 地 帯
幹線道路の沿道の生活環境を保全するための環境施設帯（駐車帯・道の駅

等）に設けられた植栽地

②未供用区間：バイパス施工中等で、車両、自転車、歩行者等一般交通の影響を受ない施工

場所。

（注）現道上であっても、一般交通の影響をほとんど受けずに作業実施可能な施工場所（通行止

区間等）は、未供用区間とする。
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（３）樹木の種類区分

項目別の樹木の種類による区分は、以下のとおりとする。

項目 樹木の種類

植樹 低木 樹高６０cm未満

樹高６０cm以上１００cm未満

中木 樹高１００cm以上２００cm未満

樹高２００cm以上３００cm未満

幹周２０cm未満

幹周２０cm以上４０cm未満

高木

樹高４０cm以上６０cm未満

樹高６０cm以上９０cm未満

注）低木には、株物、一本立を含む。

（４）支柱の種類区分

項目別の支柱の種類による区分は、以下のとおりとする。

項目 支柱の種類

支柱 二脚鳥居 添木付 樹高２５０cm以上

八ッ掛（竹） 樹高１００cm以上

中木 添柱形（１本形・竹） 樹高１００cm以上

布掛（竹） 樹高１００cm以上

生垣形 樹高１００cm以上

二脚鳥居 添木付 幹周３０cm未満

二脚鳥居 添木無 幹周３０cm以上４０cm未満

三脚鳥居 幹周３０cm以上６０cm未満

高木 十字鳥居 幹周３０cm以上

二脚鳥居 組合せ 幹周５０cm以上

八ッ掛 幹周４０cm未満

八ッ掛 幹周４０cm以上
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４.参考資料

（１）植樹工の根鉢・植穴寸法及び客土量・土壌改良材使用量

植樹工において根鉢・植穴寸法及び客土・土壌改良材使用量は下表を参考にすること

（高 木）
（一本当り）

幹 周 鉢 径 鉢深さ 植穴径 植穴深 鉢容量 植穴容量 客土量 土壌改良材

（㎝） （㎝） （㎝） （㎝） （㎝） (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) （㎏）

15未満 30 26 66 37 0.031 0.126 0.095 1.90

15以上～ 20未満 49 37 88 52 0.049 0.313 0.264 5.28

20以上～ 30未満 64 45 105 62 0.123 0.535 0.412 8.24

30以上～ 40未満 83 56 127 76 0.301 0.967 0.666 13.32

40以上～ 60未満 111 73 160 98 0.739 1.974 1.235 24.70

60以上～ 90未満 159 100 216 134 1.923 4.888 2.965 59.30

（中低木）
（一本当り）

樹 高 鉢 径 鉢深さ 植穴径 植穴深 鉢容量 植穴容量 客土量 土壌改良材

（㎝） （㎝） （㎝） （㎝） （㎝） (ｍ3) (ｍ3) (ｍ3) （㎏）

45未満 18 13 22 28 0.004 0.011 0.007 0.14

45以上～ 60未満 20 15 29 30 0.005 0.019 0.014 0.28

60以上～ 75未満 21 16 32 30 0.006 0.025 0.019 0.38

75以上～ 90未満 23 16 35 31 0.007 0.031 0.024 0.48

90以上～ 120未満 24 18 40 33 0.009 0.041 0.032 0.64

120以上～ 150未満 26 19 44 34 0.010 0.052 0.042 0.84

150以上～ 200未満 30 22 55 37 0.016 0.088 0.072 1.44

200以上～ 250未満 34 25 66 40 0.023 0.135 0.112 2.24

250以上～ 38 28 76 43 0.032 0.197 0.165 3.30

注）１．上記土壌改良材使用量は、客土１ｍ3当り２０㎏使用をした場合のものである。

（２）根鉢・植穴参考図
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